


























































































































































































































































































































（1～2万人程度） （5万人程度） （10万人前　後） 　●?j市
指定都市





病児保育 14　3．4 37　10．3 37，19318．0　26．59．0　37．5
病後児保育 28　6．8114　3L7110　5736 ．0　92．622．0　91．7
一時預かり（一時保育） 24258．5313　869189　98467．0　98．521．0　87．5










お見合い事業 49　1L853　14．7 17　8．9 7．0　10．32．0　　8．3
ファミリー・フレンドリー企業 2　0．5 2　0．6 1　0．5 3．0　　4．4 10．0　4L7の認定・表彰
ファミリー・フレンドリー企業














度　数 最小値 最大値 平均値 標準偏差 歪　度 尖　度
公立認可保育所：延長保育 504 1918 20081995．0914，679一2．230 4，646
私立認可保育所：延長保育 417 1926 20071993ユ514，563一1．927 3，264
公立認可保育所：特定保育 73 1960 2007200L826，773一3．63919，534
私立認可保育所：特定保育 95 1990 20072003．274，588一L512L243
病児保育 100 1974 20072003．165，130一2．85311，686
病後児保育 295 1974 20072002．814，012一2．56013，415
一時預かり（一時保育） 626 1922 20081999．726，246一434444，165
家庭的保育（保育ママ）事業 65 1960 200719863715，888一．170一1．580
認可外保育所への補助 235 1963 20071992．8812，548一．744一．920
放課後児童健全育成事業への上
謔ｹ措置 306 1928 20081997．5811，312一2．124 5，620
放課後子ども教室推進事業 338 1967 20082005．783，387一7．00866，917
出産祝い金の支給 239 1958 20071998．309，732一2．107 5，198
幼稚園授業料等の負担軽減措置 516 1941 20071984．5313，964 ．327一1．115
貸与奨学金事業 410 1948 20071978．1717，520 ．347一1．287
子どもの医療費助成 741 1946 20071985．614，224 309一1．544
不妊治療助成事業 276 2000 2008200537L528一．745 ．260
お見合い事業 94 1941 20071996．0614，150一L6902，605
ファミリー・フレンドリー企業
ﾌ認定・表彰
16 1998 20072005．382，363一2．247 6，028
ファミリー・フレンドリー企業
の経済的支援




































































































































































































































































































































































































































































































































































分析に用いたケース数 7516 7907 5603 4336
イベント数 242 315 74 98
モデル検定（カイ2乗値） 257．77r＊ 28q464＊＊ 204B38牌 16235寧皐
一2対数尤度 1881，304 236τ264 582，575 774，208
Cox－Snell　R2乗 0，034 0，035 0，036 0，037
Nagelkerke　R2乗 α136 0，122 0，274 0，189
有意水準
（425）
→一　：pく0，10　　掌　：ρく0．05　　1i　：p〈0．Ol
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件の影響はみられない。
　一時預かり（一時保育）については，延長保育と同様に垂直波及・横並び
競争による事業開始という傾向を示しており，地域差はなく，政策効果によ
る推進力が強い。人口規模は，町村に比べると市や広域市町村では差があっ
たが，大規模な市においては差がなく，中規模の自治体における実施が多い。
ただし財政力は豊かな自治体での実施が多い。2000年以降の人口動向は若
年・ファミリー層の転入が多い自治体で実施が多く，内生条件の影響では，
0～4歳人口が多い，核家族世帯割合が多い，高齢者の親族のいる世帯割合
が多い地域において実施が多く，政策ニーズに応える対応となっている。
　認可外保育所への補助については，波及パターンは垂直波及で国による介
入の効果が大きいことを示しているが，地域差をみると関東地方と比べて近
畿地方では実施が少ない。政策効果は前述の2事業と同様，「新エンゼルプ
ラン」による推進力を示している。人口規模による差は明確にはみられず，
財政力による差もみられない。2000年以降の人口動向では少子高齢化・人
口減少が生じていない，待機児童の増加がみられる自治体において実施が多
いということで，大規模自治体と町村のような小規模自治体の両極において
事業が多く行われていることを示している。
　最後に子どもの医療費助成については，図5の累積割合分布で参照したよ
うに1970年代において事業が開始された自治体が，人口規模が大きな自治
体を中心に6～7割程度実施されており，1990年代からの第2のピークの規
定要因分析という意味合いが強いため，解釈には一定の留保が必要となる。
波及効果は，垂直波及パターンを示しており，1970年代以来の2回目の波
及という傾向を示しているため，政策効果がないという点が特徴である。人
口規模では，市および指定都市で町村に比べると実施が多い。財政力の影響
がないものの，2000年以降の人口動向では高齢者の転出入が高い自治体と
いうことで人口減少が顕著な小・中規模の自治体において事業が実施されて
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いることが示されている。
　以上，ここで取り上げた4事業では，保育事業については1994年の「エ
ンゼルプラン」，1999年の「新エンゼルプラン」と保育事業拡充政策の流れ
を受けて，全国一律の垂直波及パターンが顕著にみられた。先行研究に示さ
れていた人口規模や財政力は，事業によって差がみられたものの，傾向とし
ては人口規模が大きく，財政が豊かな自治体において各事業の実施が多い傾
向にあることが示された。地域差は全国的にほとんどなく，全国的な画一性
を示している。国の方針による1999年の「新エンゼルプラン」の影響力は
大きいものであった。
おわりに
　本稿では，少子対策の効果研究の一環として総体的な政策過程に着目して
分析を行ってきた。少子化対策は1994年以降，国主導で保育事業を中心に
行われてきており，本稿において選択した保育3事業についてもその影響を
色濃くみることができた。少子化対策として注目される機会の多い子どもの
医療費助成事業については，事業開始年という点でみると歴史が長く，近年
の実施動向のみを対象にした観察では十分に実施動向を考察できたとはいい
難い。さらにどの事業についてもいえるが，実施内容を詳細に考慮すること
によって，独立変数の効果は財政力指数を中心として異なることが考えられ
る。図6の事業開始理由の分布において，いずれも住民のニーズの割合が高
い傾向にあるものの，国による制度的な推進力や補助金の有無が，地方自治
体の政策出力を規定していることを示している。人口指標や子育て環境には
地域性をはじめとした多様性があるが，そのような多様性に対応した対策が
実施されていないことが，少子化対策の効果が表れていないことの一つの要
因ではないだろうか。より柔軟な事業を実施するだけの財政的な裏付けが必
　（427）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　237
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要であると考えられる。
　2003年に成立した次世代育成支援対策推進法により義務付けられた各地
方自治体に対する行動計画では，明示的な数値達成目標を立てさせ，事前に
ニーズ調査を行うことを規定するなど地方自治体に柔軟性をもった対応を求
あている。2006年以降，年齢構造的な影響により出生率が回復傾向にある
中で，これらの取り組みがどのような役割を果たしているのかについての検
証は今後の課題としたい。現在，前期行動計画が終わりに向かい，2010年
からの後期行動計画の策定時期にあたり，これらの政策過程および効果の検
証には時間を要する。また経済環境の影響も無視することはできない。少子
化対策の充実と出生率の上昇を安易に因果関係として結びつけることはせず，
地域の多様性に考慮しながら，今後も地方自治体の取り組みに注目していき
たいと考えている。
※本研究は，厚生労働科学研究費補助金政策科学推進研究事業「家族・労働政策等の
　少子化対策が結婚。出生行動に及ぼす効果に関する総合的研究」（研究代表者　高
　橋重郷，課題番号H　20一政策一一般一〇〇8）の研究の助成を受けて行った。
　　　　　　　　　　　　　　　　《注》
（1）　厚生労働省「平成20年の人口動態統計（確定数）の概況」の時系列変化を
　　みると，「父母の一方が外国人」の出生数は1990年の1万3，686人から2000
　　年の2万2，337人，2008年では2万3，956人と増加傾向にある。
（2）　総務省統計局「国勢調査報告」の性，年齢（5歳階級），配偶関係別割合に
　　よると，25－29歳（および30－34歳）の未婚者割合は，少子化が生じる直前の
　　1970年では男性で46．5％（11．6％），女性は18．1％（7．2％）であったものが，
　　1990年で男性64．4％（32．6％），女性40。2％（13．9％），2005年では男性71．4％
　　（47．1％），女性59．0％（32．0％）と急激な増加傾向にある。また，50歳時点で
　　の未婚者割合である生涯未婚率も増加傾向にあり，2005年では男性15．96％，
　　女性7．25％と，とりわけ男性で急激な増加が生じている。
（3）仮に合計出生率が増加し続けたとしても，団塊ジュニア世代以降の世代の女
　　子人口は年を追うごとに少なくなるため，出生数自体は減少する可能性がある。
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（4）　近年の次世代育成支援関連の法律制定・改正状況としては，改正育児・介護
　　休業法（2001年：休業に係わる不利益取扱の禁止，2002年：時間外労働の制
　　限，『2005年：1歳6ヶ月までの休業，看護休暇等，2009年：パパママ育休プ
　　ラス，看護休暇1人5日，短時間就業制度義務付け），児童手当法（2001年：
　　所得制限の緩和，2006年：支給対象年齢を小学校6年生まで拡充，所得制限
　　の更なる緩和，2007年：乳幼児加算［3歳未満一律一万円／月］），出産育児一
　　時金の時限的措置として（～2011年3月）35万円から42万円に増額（ただし，
　　産科医療保障制度に加入している病院のみ。その他は39万円）などがある。
（5）伊藤（2002a）は「政策波及」を新政策（policy　innovation）が，「地方自
　　治体に順次採用され全国的に広がっていく」（p．37）現象であるとしている。
　　「政策移転」は，政策波及を政策内容に着目して，再モデル化させたものであ
　　り，Dolowitz（2000）ではcoping（そのまま移転），　emulation（アイディア
　　のみ採用），mixtures（いくつかの政策の組み合わせ），　inspiration（刺激の
　　みを受け，独自に新政策を作成）といった区分を行っている。「政策収敏」は
　　異なる国・地方自治体，異なる政策過程にも関わらず，政策内容が似てしまう
　　ことをいう（Bennett　l991）。その他の政策過程には，「教訓導出」（lesson－
　　drawing）という概念もあり（Rose　1993），これは伊藤（2002a）における
　　「相互参照」に該当する。
（6）Walker（1969）は，新たな政策の波及進度を分析するにあたって88の政策
　　をおよそ20州について因子分析を用いて分析を行い，先行自治体から水平的
　　に波及していくことを実証した。これに対して，Grey（1973）は12の政策に
　　ついて，政策の質（内容）についての情報を考慮したモデルを作成して実証を
　　行った結果，半数の政策にしか水平波及はみられず，Walkerの議論に対して
　　批判を行った。
（7）Berry　and　Berry（1990）は宝くじ（Lottery）施策採用の分析において，
　　地域的収敏効果の実証を行い，地域内での採用数の影響からその効果を裏付け
　　た。Skocpolθ’砿（1993）は貧困状態にある母子家庭の子女の養育費につい
　　ての法律（mother’s　pension　law）策定の分析において，女性の市民団体の
　　影響や予算の効果を実証した。Mintrom（1997）は住民がそれぞれの学校の
　　プログラムを参照し，自由に学校を選択できる政策の策定状況を分析した結果，
　　政治的要因や私学の割合，近隣の州の学校選択の有無，近隣採用数などの効果
　　を実証した。Buckley（2002）はBerry　and　Berryらの政策波及モデル（宝
　　くじの分析）に空間統計学の手法を考慮したモデルを提示し，地理加重回帰分
　　析（GWR：Geographically　Weighted　Regression）による政策波及の効果を
　　示した。伊藤（2002a）では，環境基本条例，環境アセスメント，福祉のまち
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　　づくり条例，情報公開条例について，政治的要因，社会経済的要因，波及要因
　　などの変数の検証を行い，政策によって波及要因に差がみられることなどを実
　　証した。
（8）　「AからE分野ごとに実施している施策数を合計した上で，その分野数で割っ
　　た。次に，これを全分野合計した。最後に，最も充実した次世代育成支援が実
　　施されていた自治体を100点とするように，その値を変換した」（p。10）。
（9）　厚生労働科学研究費（課題番号H17一政策一〇17）「少子化関連施策の効果と
　　出生率の見通しに関する研究」（研究代表者：高橋重郷）における研究の一環
　　として実施した。調査結果詳細は以下のURLより参照できる（少子化研究会
　　2008）。http：／／www．geocities．jp／jichitai＿survey／jichitai＿top．htm
（10）　1960年代から1970年代までに，日本の福祉は大幅に拡充された。1961年の
　　皆保険・皆年金制度の確立から1972年の老人医療費無料化や1973年の年金給
　　付の引き上げなどにより田中角栄内閣での「福祉元年」の宣言に至り，社会保
　　障費が占める割合が15％を超えた時期にある。それにともない，老人医療費
　　だけではなく乳幼児の医療費助成事業についても人口規模の大きい自治体を中
　　心に開始された。
（11）　1994年以前から各事業開始自治体が生じているという点で，政治過程論に
　　おける新しい政策研究（イノベーション研究）とはいえない側面があるのは否
　　めないものの，伊藤（2002a）で提示されている国の介入による横並び競争要
　　因の検証等，モデルの部分的な援用は可能であると判断した。
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